
 

 

 

   

 

   

○ 対話を重視し、双方向の情報共有を進めながら、県民の声がよく県政に反映できる
体制を整えるとともに、県民・企業・NPO などとの幅広い協働を進めることにより、
県民が主体的に地域づくりに参画する総力結集型の行政を推進します。 

 
 

○ 県民の意向を県政に反映していく上では、様々な手段、機会を通じ、情報を迅速か
つ分かりやすく提供する広報と、県民との直接対話や間接広聴事業による広聴の充
実が重要です。 

○ 社会環境の変化などにより、これまでの公共的なサービスの仕組みを継続すること
が困難となるケースが生じています。また、このような状況を克服しようとする地
域住民や民間事業者等の取組みにとって障害となっている規制の見直しなどが必要
となっています。 

○ 県民・企業・NPO などと行政がお互いの利点・特性を活かして共通の目的のもとに協
働する取組みが進んでいます。特に、NPO は今後の公共サービスの新たな担い手とし
て期待が高まっており、保健福祉や環境保全、まちづくりなど様々な分野で活動を
展開しています。 

 

 

○ 知事広聴会、県民ホットラインなど広聴事業を通して把握した県民の意見を県施策
に活かすとともに、効果的、効率的な広報を展開します。 

○ 県民等の自由な発想や提案を広く汲み上げ、地域社会で求められる役割に応じた県
民自らの力による地域課題の解決や、地域活性化を実現する新たな事業の展開を図
ります。 

○ 協働推進員を配置し県庁内の推進体制を整備するとともに、協働に関する理解を深
めるための研修や、協働事業の実践を通し職員の意識改革を行います。 
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①県の広報に対する満足度 57.0% 60% 

②県と協働した年間団体数 385 団体 

 

800 団体 

 
① 県内に居住する満 20 歳以上の県民の意見を聴く「県政世論調査」において広報全般について「満
足している」と回答した人の割合です。より効果的な広報に努め県の広報に対する満足度を高め
ます。 

② 共催、委託、補助、事業協力、施策提言などの形態により県と協働した NPO 法人、任意団体、企
業などの数です。毎年 80 団体程度の増加を見込み、４年後に協働団体数の倍増を目指します。 
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